
 
◎
収
入
・支
出
が
増
額
と
な
り
ま
し
た 

 

一
般
会
計
の
当
初
予
算
額
は
、
３
２
０
億
６
０
０
０
万
円

で
し
た
が
、
繰
越
事
業
費
予
算
額
２
８
億
３
３
０
４
万
円
、

補
正
予
算
額
３
億
７
３
５
８
万
円
を
減
じ
て
、
予
算
総
額
は

３
４
５
億
１
９
４
９
万
円
と
な
り
ま
し
た
。 

 

決
算
額
は
、
収
入
合
計
が
３
３
７
億
１
７
１
６
万
円
、
支

出
合
計
が
３
２
３
億
７
３
８
９
万
円
で
し
た
。 

 
 

平
成
29
年
度
決
算
と
比
べ
る
と
、
収
入
は
７
．
５
％
の

増
、
支
出
は
７
．
９
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
増
の
主
な
理

由
と
し
て
以
下
の
項
目
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。 

 
 

収
入
・
・
地
方
交
付
税
の
増
、
市
債
の
増 

 
 

支
出
・
・
新
庁
舎
建
設
工
事
の
増
（
総
務
費
）
、
石
岡 

 
 
 
 
 

運
動
公
園
維
持
管
理
経
費
の
増
（
教
育
費
） 

  

収
入
か
ら
支
出
を
差
し
引
い
た
額
１
３
億
４
３
２
７
万
円

は
、
令
和
元
年
度
へ
繰
り
越
し
と
な
り
ま
す
。 

 

平
成
30
年
度
の
決
算
見
込
み
と
、
６
月
30
日
現
在

ま
で
の
財
政
事
情
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。 

令
和
元
年
８
月
１
日 

石
岡
市
告
示 

第
３
６
６
号 

財
政
事
情
書 

 
 

平
成
30
年
度
一
般
会
計
決
算
の
見
込
み 

石
岡
市
の
家
計
簿 

 
 

 
 

収 

入 

そ
の
他 

諸
収
入 

地
方
消
費
税 

 

交
付
金 

繰
越
金 

市
債 

県
支
出
金 

国
庫
支
出
金 

地
方
交
付
税 

市
税 

分 

類 

地
方
譲
与
税
、
繰
入
金
、
寄
附
金
、
負
担
金
お

よ
び
分
担
金
な
ど 

市
預
金
利
子
や
貸
付
金
元
利
収
入
、
雑
入
な

ど 地
方
消
費
税
の
う
ち
、
基
準
に
基
づ
き
市
に
配

分
さ
れ
る
も
の 

平
成
29
年
度
か
ら
の
繰
越
金 

公
共
施
設
の
整
備
な
ど
に
あ
て
る
た
め
の
借
入

金 県
か
ら
特
定
の
事
務
作
業
の
た
め
に
交
付
さ
れ

る
補
助
金
や
委
託
金
な
ど 

国
か
ら
特
定
の
事
務
作
業
の
た
め
に
交
付
さ
れ

る
補
助
金
や
委
託
金
な
ど 

国
税
の
う
ち
、
一
定
の
基
準
に
基
づ
き
市
に
配

分
さ
れ
る
税 

市
民
税
や
固
定
資
産
税
な
ど
、
私
た
ち
が
市
に

収
め
る
税 

説 

明 

 
 

 
 

支 

出 

そ
の
他 

農
林
水
産
費 

消
防
費 

衛
生
費 

教
育
費 

公
債
費 

土
木
費 

総
務
費 

民
生
費 

分 

類 

議
会
費
、
商
工
費
、
諸
支
出
金
な
ど 

農
林
水
産
業
の
振
興
な
ど
に
か
か
る
経
費 

消
防
、
防
災
や
救
急
活
動
、
消
防
団
な
ど
に
か

か
る
経
費 

医
療
や
環
境
対
策
、
ご
み
処
理
な
ど
に
か
か
る

経
費 

小
中
学
校
や
図
書
館
、
文
化
振
興
な
ど
に
か
か

る
経
費 

市
債
（借
入
金
）
の
返
済
に
か
か
る
経
費 

道
路
や
公
園
、
駅
周
辺
施
設
等
の
建
設
や
維
持

管
理
な
ど
に
か
か
る
経
費 

市
役
所
の
庁
舎
管
理
や
市
税
の
賦
課
徴
収
、
選

挙
な
ど
に
か
か
る
経
費 

福
祉
（障
が
い
者
、
高
齢
者
、
児
童
な
ど
）
事
業

や
生
活
保
護
な
ど
に
か
か
る
経
費 

説 

明 

 
 

平
成
30
年
度 

 
 

特
別
会
計
決
算
の
見
込
み 

■
特
別
会
計
と
は 

 

国
民
健
康
保
険
や
下
水
道

事
業
な
ど
の
よ
う
に
、
保
険
料

や
使
用
料
な
ど
の
特
定
の
収
入

で
運
営
す
る
事
業
に
つ
い
て
、
そ

の
事
業
に
か
か
る
お
金
の
流
れ

を
分
か
り
や
す
く
す
る
た
め

に
、
一
般
会
計
と
は
別
に
設
け

ら
れ
た
会
計
区
分
の
こ
と
で
す
。 

 

各
会
計
の
平
成
30
年
度
決
算

見
込
み
は
下
表
の
と
お
り
で
す
。 

特別会計名 予算総額 
支出合計 

（予算に対する割合％） 

収入支出差引額 

（翌年度に繰越） 

収入合計 

（予算に対する割合％） 

国民健康保険 
 
 

89 億 
9,010万円 

82 億 
2,107万円 

91.4％ 
82 億 

757万円 
91.3％ 1,350万円 

下水道事業 
 
 

23 億 
157万円 

21 億 
6,146万円 

93.9％ 
21 億 

4,469万円 
93.2％ 1,677万円 

駐車場 
 
 

2,989万円 3,040万円 101.7％ 2,924万円 97.8％ 116万円 

農業集落排水事業 
 
 

3 億 4,706万円 3 億 3,461万円 96.4％ 3 億 3,214万円 95.7％ 247万円 

霊園事業 
 
 

1,925万円 1,974万円 102.5％ 1,619万円 84.1％ 355万円 

介護保険 
 
 

73 億 
8,567万円 

71 億 
2,118万円 

96.4％ 
68 億 

5,923万円 
92.9％ 2 億 6,195万円 

介護サービス事業 
 
 

 3 億 1,232万円  2 億 6,714万円 85.5％  2 億 6,714万円 85.5％ 0 

後期高齢者医療 
 
 

8 億 3,659万円 8 億 1,962万円 98.0％ 8 億 1,763万円 97.7％ 199万円 

合    計 
202 億 

2,245万円 
189 億 

7,522万円 
93.8％ 

186 億 
7,383万円 

92.3％ 3 億 139万円 

国民健康保険税の徴収や保険給付などに 
かかる特別会計 

下水道施設の整備や管理運営にかかる 
特別会計 

市営駐車場の管理運営にかかる特別会計 

農業集落排水施設の整備や管理運営にか
かる特別会計 

市営霊園の管理にかかる特別会計 

介護保険料の徴収や介護保険給付などに
かかる特別会計 

特別養護老人ホーム「のぞみ」の指定管
理や介護サービスなどにかかる特別会計 

後期高齢者医療保険料の徴収や後期高齢
者医療広域連合納付金にかかる特別会計 

 
 

平
成
30
年
度 

 
 

企
業
会
計
決
算
の
見
込
み 

■
企
業
会
計
と
は 

 

民
間
企
業
と
同
じ
よ
う
に
、

使
用
料
な
ど
の
収
入
に
よ
っ
て
収

益
を
上
げ
、
そ
の
収
益
に
よ
り

運
営
を
行
う
会
計
区
分
の
こ
と

で
す
。
石
岡
市
で
は
、
水
道
事
業

に
の
み
導
入
し
て
お
り
、
管
理
・

運
営
に
係
る
収
益
的
収
支
と
、

施
設
の
整
備
・改
修
に
係
る
資

本
的
収
支
に
分
か
れ
て
い
ま
す
。 

企業会計名 

予算総額 決算見込額 
（予算に対する割合％） 

水道事業（八郷地区の水道施設

の管理運営にかかる特別会計） 

収益的収入 
および支出 

収入 5 億 7,157万円 5 億 8,158万円 101.8％ 

支出 5 億 5,368万円 5 億 3,678万円 96.9％ 

収入 1 億 1,870万円 1 億 4,286万円 120.4％ 
資本的収入 
および支出 

支出 2 億 1,652万円 1 億 7,814万円 82.3％ 

※それぞれの額には、前年度から繰り越された繰越額を含みます。 

337億 

1,716万円 

市税 
98億476万円 

29.1％ 

市税 
98億476万円 

29.1％ 

地方交付税 
71億2,225万円 

21.1％ 

地方交付税 
71億2,225万円 

21.1％ 国庫支出金 
41億1,609万円 

12.2％ 

市債 
38億5,580万円 

11.4％ 

県支出金 
20億2,226万円 

6.0％ 

繰越金 
13億6,597万円 

4.1％ 

地方消費税交付金 
13億2,224万円 

3.9％ 

諸収入 
7億9,201万円 

2.4％ 

その他 
33億1,578万円 

9.8％ 

323億 

7,389万円 

民生費 
109億2,498万円 

33.7％ 

民生費 
109億2,498万円 

33.7％ 

総務費 
68億2,391万円 

21.1％ 

総務費 
68億2,391万円 

21.1％ 

土木費 
30億6,198万円 

9.5％ 

教育費 
29億1,813万円 

9.0％ 

公債費 
27億4,906万円 

8.5％ 

消防費 
13億4,188万円 

4.1％ 

衛生費 
20億6,935万円 

6.4％ 

農林水産業費 
9億1,295万円 

2.8％ 

その他 
15億7,165万円 

4.9％ 

財政事情書 



 
 

平
成
30
年
度
の 

 
 

主
な
実
施
事
業 

    令和元年度 
    一般会計・特別会計予算執行状況 

会計名 予算総額 
４～６月 

収入合計 
（予算に対する割合％） 

４～６月 
支出合計 

（予算に対する割合％） 

４～６月 
支出負担行為合計 

（予算に対する割合％） 

一般会計 343 億 8,312万円 95 億 2,280万円 27.7％ 55 億 5,557万円 16.2％ 105 億 9,180万円 30.8％ 

国民健康保険 81 億 3,191万円 9 億 9,795万円 12.3％ 9 億 7,711万円 12.0％ 10 億 66万円 12.3％ 

下水道事業 24 億 9,394万円 8,914万円 3.6％ 1 億 2,695万円 5.1％ 5 億 169万円 20.1％ 

駐車場 2,808万円 757万円 27.0％ 77万円 2.7％ 301万円 10.7％ 

農業集落排水事業  3 億 4,708万円  954万円 2.7％  1,579万円 4.5％  6,651万円 19.2％ 

霊園事業 1,269万円 584万円 46.0％ 125万円 9.9％ 800万円 63.0％ 

介護保険  79 億 4,089万円 12 億 8,892万円 16.2％  11 億 1,528万円 14.0％  11 億 4,138万円 14.4％ 

介護サービス事業 3 億 1,274万円 2,360万円 7.5％ 7,434万円 23.8％ 2 億 9,247万円 93.5％ 

後期高齢者医療 8 億 8,484万円 7,878万円 8.9％ 7,784万円 8.8％ 7,796万円 8.8％ 

合    計 545 億 3,529万円 120 億 2,414万円 22.0％ 79 億 4,490万円 14.6％ 136 億 8,348万円 25.1％ 

    令和元年度水道事業予算執行状況 

※それぞれの額には、前年度から繰り越された繰越額を含みます。 
※支出負担行為額とは、支出の原因となるべき契約その他の行為によって発生した金額のことで、契約金額などの支払予   
 定額を意味します。 

予算総額 
４～６月 

支出合計 
（予算に対する割合％） 

水道事業  

収益的収入 
および支出 

収入 5 億 7,673万円 8,696万円 15.1％ 

支出 5 億 5,228万円 4,888万円 8.9％ 

資本的収入 
および支出 

収入 1 億 6,162万円 1 億 330万円 63.9％ 

支出 2 億 7,229万円 6万円 0.1％ 

 
 

財 

産 

市
が
所
有
し
て
い
る
資
産 

（
６
月
30
日
現
在
） 

土地 

建物 

基金 

有価証券・出資金など 

        198万3708.64平方㍍  
（205万2207.31平方㍍） 

          25万2147.88平方㍍  
（26万3838.16平方㍍） 

                 120億1,706万円  
（126億1,547万円） 

                         4億536万円  
（3億9,936万円） 

※（ ）内は１年前の残高です。 

■
財
産
と
は 

 

家
計
に
例
え
る
と
、
貯
金
や
持
ち
家
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。 

 

基
金
は
、
将
来
の
た
め
に
蓄
え
て
お
く
預
貯
金
の
こ
と
で
、
必
要
に
応
じ
て

取
り
崩
し
て
利
用
し
て
い
ま
す
。 

 

市
が
所
有
し
て
い
る
土
地
・建
物
は
、
市
役
所
庁
舎
・小
中
学
校
・公
民
館

な
ど
で
す
。 

 

■
財
産
に
つ
い
て 

 

市
が
所
有
し
て
い
る
資
産
は
１
年
前
と
比
較
す
る
と
、
土
地
・建
物
の
面
積

が
減
尐
し
ま
し
た
。
土
地
に
つ
い
て
は
、
市
有
地
の
売
却
や
登
記
簿
の
精
査
に

よ
り
ま
す
。
建
物
に
つ
い
て
は
、
石
岡
そ
だ
ち
や
自
然
休
養
村
セ
ン
タ
ー
等
の

減
に
よ
る
も
の
で
す
。 

 

基
金
の
減
尐
に
つ
い
て
は
、
庁
舎
整
備
基
金
の
取
崩
し
に
よ
る
も
の
で
す
。 

 
 

市 

債 

市
が
借
り
て
い
る
お
金 

（
６
月
30
日
現
在
） 

会計名 金額 

一般会計  

 うち石岡駅東土地区画整理事業  

下水道事業  

農業集落排水事業  

介護サービス事業  

水道事業  

合 計  

                 302億5,909万円  
（289億5,573万円） 

                            1,661万円  
（2,440万円） 

                 139億1,585万円  
（146億3,648万円） 

                   20億3,445万円  
（21億8,021万円） 

                            1,004万円  
（1,052万円） 

                   14億3,013万円  
（14億9,443万円） 

                 476億4,956万円  
（472億7,737万円） 

   市民一人当たりの資産・負債 

 土地  

資 

産 

 建物  

 基金  

 有価証券 
 出資金 
 出損金 
 寄託金 

 

負
債 

 市債 
 

                26.49平方㍍  
（27.14平方㍍） 

                  3.37平方㍍  
（3.49平方㍍） 

                           16万490円  
（16万6,849円） 

                               5,414円  
（5,282円） 

                       63万6,371円  
（62万5,279円） 

※数値は、市の人口7万4,877人（令和元年
6月30日現在）で算出しています。 

※（）の数字は1年前のものです。 

■
市
債
と
は 

 

家
計
に
例
え
る
と
、
住
宅
ロ
ー
ン
な
ど
の
長
期
借

入
金
と
同
じ
こ
と
を
い
い
ま
す
。 

 

主
に
道
路
の
整
備
や
学
校
の
建
設
な
ど
大
型
施

設
を
、
建
設
・整
備
す
る
と
き
に
利
用
し
ま
す
。 

 

こ
れ
ら
の
資
産
は
、
多
額
の
建
設
費
用
が
か
か
り

ま
す
が
、
数
十
年
に
わ
た
り
世
代
を
超
え
て
長
く

市
民
に
利
用
さ
れ
ま
す
。
そ
こ
で
、
現
在
利
用
し

て
い
る
市
民
だ
け
で
な
く
、
次
の
世
代
に
も
公
平
に

費
用
を
負
担
し
て
い
た
だ
く
と
い
う
意
味
で
借
り

入
れ
を
し
、
長
期
間
に
わ
た
り
計
画
的
に
返
済
し

て
い
ま
す
。 

      

◎
市
債
残
高
は
増
加
し
ま
し
た
。 

 

市
債
の
現
在
高
は
、
１
年
前
よ
り
３
億
７
２
１
９

万
円
増
加
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
新
庁
舎
建
設

事
業
に
よ
り
一
般
会
計
の
市
債
が
増
加
し
た
こ
と

に
よ
り
ま
す
。
平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
と
特

別
会
計
を
合
わ
す
た
市
債
の
借
入
額
は
４
１
億
３

２
８
０
万
円
で
し
た
。 

平成31年1月4日に供用開始した新庁舎 工事中の新庁舎 


